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公募による民間耐震改修工法
住宅の耐震診断 ･補強に関する県民意識
●●●●●●
1 日的
本書は､仝国有数の豪雪地である新潟県の実情を踏まえ､住宅の耐震補強を行う際の
課題や留意すべき事柄を整理し､今後の耐震化の促進に寄与することを目的としていま
す｡
課題や留意事項の整理に当たっては､雪国の住様式に沿った3タイプの木造住宅を想
定して､積雪の有無などといった条件別に耐震補強の検討を行い､工法や補強に要する
費用を比較しました｡ 1
また､耐震補強の方法については､施工性や材料の入手し易さなどから､構造用合板や
ホールダウン金物による補強方法を中心に採用し､概算の工事費を補強部位ごと､に示し
/
ました｡
○本書に掲載している耐震補強方法及び工事費は､全国有数の豪雪地である本県の地
域性を反映した住宅のモデルプランを作成し､その方法及び費用をシミュレーショ
ンしたものです｡
○補強方法及び概算工事費については､あくまでも参考として示すもので､実際に住
宅の耐震補強を行う場合には､その住宅の形態 ･状況に応じた耐震診断 ･耐震補強
の方法について､住まう側と診断等を行う建築関係者でよく相談しながら実施して
いく必要があります｡
○また､資料編に掲載する工法については､全国から募集した工法のうち､公的機関
の認定 ･評価等を受けたものを掲載するもので､県が推奨したり補強効果を保証す
るものではありません｡
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ll 雪 ･地震
1 豪雪地帯と特別豪雪地帯
平成 17年4月 1日現在､我が国では､国土面積の50.83%が豪雪地帯､2008% (慕
雪地帯のうちの390%)が特別豪雪地帯に指定され､豪雪地帯に総人口の161%､特
別豪雪地帯には28% (豪雪地帯のうちの172%)が居住しています｡
全域が豪雪地帯に指定されている新潟県では､上 ･中越のほぼ全域と下越の内陸部
を中心に県土の約7割が特別豪雪地帯に指定され､県内の宅地の約41%がその特別豪
雪地帯にあります｡
2 雪質
新潟県は､他の降雪地とは異なり1月の平均気温が高いため､降雪直後の雪の密度
は70-90kg/m3と北海道や東北地方の50-80kg/m3に比べて､湿って重い雪質であるこ
とが特徴の一つです｡
く降雪直後の雪密度)
北陸 ･山陰
密度 (kg/m3)
資料 :(社)雪センター ｢北陸の雪2000｣
3 積雪量
県内の海岸部の新潟市と佐渡市 (旧相川町)､内陸平野部の上越市 (高田)､中山間
部の津南町の昭和44年度から平成16年度までの年降雪量の経年変化を見ると､最も多
い津南町では､最も少ない佐渡市 (旧相川町)に比べ約13倍も多く､19年ぶりの豪雪
と言われた平成16年には､約21倍の降雪量がありました｡
(年降雪tの経年変化)
資料 新潟県降棟7及び気温観,'AJ30年年報他
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4 県内で過去に発生 した地震 とその被害状況
県内には､櫛形 山脈断層帯 をは じめ､数多 くの活断層が存在 しています｡
また､新潟県 中越大震災 や新 潟地震のほか に も､県 内では過去 に大 きな地震が多 く
発生 しています｡
主 な 過 去 の 地 震 と そ の 被 害
発生年月日 地 名 規模 災 害 の 状 況
7.10(貞親 5年) 越中､越後
】.28(文亀 1年) 越後､会津
7.18(永正14年) 越後､会津
2.1(寛文 5年) 越後高田
5.20(宝暦 1年) 越後､越中
1762 10.31(宝暦12年) 佐渡
1898 5.26(明治31年) 六日町
190L1 5.8 (明治37年) 六El町
1910 5.26(明治43年) 新潟､
1911 9.5 (明治44年) 佐渡沖
1933 10.4 (昭和 8年) 県中央
1961 2.2 (昭和36年) 長岡市西部
山崩れ､民家倒壊､湧水あり､圧死者多数
越後にて家屋の倒壊並びに死者あり
越後には倒壊家屋あり
城損壊､済家多し､出火あり､死者1.500人
高田城破損､震災地を通じて死者2,000人､高田領の
全壊及び焼失家屋6,088､死者l,128人
6.6 浄波あり､26戸流出､新潟地割れを生ず
6.1 六日町で土蔵･家屋の亀裂,墓碑の転倒,田畑の亀
裂､噴砂等あり
6.1 南魚沼郡五十沢村付近で土蔵･家屋の破折､落石､
道路の亀裂から青砂を噴出､城内村で瓦の墜落･障壁
6.3 東頚城郡大島村菖蒲及び菱里村須川が最も強く､石
垣の破損､地面の亀裂あり
6.6 弓鰻 域は佐渡南部､越後海岸
6.1 北魚沼川口､堀之内､田愛山各村で屋根石落下､壁
に亀裂
5.2 死者5人､住家全壊220､半射 65､′ト壊804
(長岡地鉄)
1964 61.6(昭和- 粟島付近 7･5 く二 重 = ⊃
死者14人､負儒者3T6人､住家全半壊13.248､新潟市
内で地盤の流動､不同沈下による被害が事しかった
20m 1023(平成.6年, 中越 地方 6･8 く 二 重 重 奏 壷 二 つ
jt料 新潟県地域防災計画
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過 去 の 積 雷 期 の 地 震 災 書
1666年(寛文5年)の地震
言伝 粥
1961年(昭和36年)長岡地震
@ ･一十竺 竺 竺 讐 ｣ - 5度 東- 88度 l
封 匹 竃
1 マグ二チュー L'614 1 1 マグニチュー ド52 l
14-15尺
■建物被害
･高田城の本丸､二の丸､三の丸が被害
を受ける.
･侍屋敷が700余戸倒壊
･町家の大半が倒頒
■人的被害
･侍関係の死者 150人以上
･町人の死者 1,500人(不明)
･火災に追われ､周りの雪壁に逃げ場を失
ラ.
･氷柱(つらら)に刺される｡
･屋根からの落雪の下敷きになる｡
家を失った領民たちは雪の上に小屋を作
り､寒さに耐えながら生活したといわれる｡
末文5年の地書に関しては以上の書経度
しか分からず､詳細な記述は残されていな
い｡従って兼雪時であったために点滅的な
被害を受けたということが把握できる程度で
ある｡しかしながら､この他Jtは耕雪期の地
票としては､最大規模の被書をもたらしたも
のであった｡
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170cm～200cm
■建物被害
住家全壊220戸､半旗465戸､
一部破損804戸
■人的被害
死者5人 負傷者30人
地簾の規模はそれほど大きくはなかった
が､直下型の地窯であったため､局地的に
非常に大きな被幸が発生し､耳央付近の4
免薄では全壊率が50%を超えた｡
被災地付近の耕雪は17m～2m位であっ
たが､ほとんどの家が3-4回程度の雪下ろ
しを行っており､屋根に残っていた雪は多く
ても30-40cm位であった｡従って耕雪は住
家の被害を大きくした直接の原因とはなって
いないと考えられる｡
一方､柵造的に弱く屋根雪の耕雪も住家
より多かったと思われる作業所､物置等の非
住宅では建物被害が大きかったといわれて
いる｡これらは､雪によって破娘が促進され
たためと考えられている｡
また､雪中に埋もれていた石灯稚､こまい
ぬ､墓石等の転倒はなく､これらは周囲の横
雪による保護の結果と考えられる｡住家でも
1階部分が耕雪によって支えられていたた
め､完全倒壊を免れた例もあった｡しかし､こ
れらの家屋は融雪に従って､倒娘が進むこ
ととなった｡
以上に記述したように長岡地JEはどちらか
というと薫雪時に発生したものではなく､
従って雪による影響は比較的少なかったと
考えられる｡
資料 新潟県地域防災計画
〔参考〕新潟県内の活断層
国の地震調査研究推進本部が､社会
的､経済的に大きな影響を与えると考え
られ調査対象とした全国の活断層帯のう
ち､県内には,櫛形山脈断層帯､月岡断
層 帯 ､長岡平野西線断層帯､十日町断
層 帯 ､ 六 日 町断層帯､高田平野断層帯
が あ り ま す ｡
ナ ノ′
′ √一一
㌧ _.V
長岡平野西経断層帯
二-′守
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資料 新潟県地域防災!十画
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川 新潟県の住宅事情
1 住宅事情
新潟県の平成 15年の総住宅数は
888,000戸で､総世帯数 791,900世帯よ
り96,100戸も上回っていて､これは10
年前の 65,500戸と比べると約 15倍に
なります｡
平成 15年の住宅総戸数における持ち
家は､約 77%で最も高く､全国で第 6
位です｡
住宅の広さをみると､平成 15年は 1
世帯あたり13272m2と全国第 5位で､
全国的に東北､北陸の日本海側に位置
する県が上位を占めています｡
(住宅総戸数に対する所有者関係別内訳》
2一19ヽ / 匝 :覗
0% 一ヽ28
=ヽ 全 国I
5㌔ 且1且
資料 住宅･土地統計調査
2 木造住宅ストック
住宅総戸数に占める木造住宅比率をみる は 宅総戸数に占める木造の劃創
と､年々若干の低下傾向が見られるものの､
平成 15年で約 86%と全国の約 61%に比べ
高い比率です｡
県内の平成5年から15年の 10年間にお
ける年代別の木造住宅ストックの減少幅を
みると､戦前から昭和35年が72%､昭和36
年から 45年が 71%なのに対し､昭和 46
年から55年のものは78%と比較的減少幅
が少ない状況です｡
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14ヽ / 匪 調
390 且岨
資料 住宅･土地統計的査
く県内の平成15年における木造住宅ストック割合 〔建築時期が昭和55年以前〕)
50000043
｢ 呂:書芸言語 =…諾
､ l ■戦争前～昭和35年
- ｣
200000 - 辛平成一5戸数 / 平成5戸数 -78%1 = 1100000
0 - 平成15戸数 / 平成5戸数 =72%
資料 :住宅 ･土地統計調査
(県内の建築時期別木造住宅ス トックの推移)
資料 :住宅 ･土地統計調査
3 新潟県の地域風土に根ざした木造住宅
(1) 伝統的な住まいづくりと木組み
多様な地形や気候に恵まれた本県においては､北は真束無し､南は武家屋敷特
有の床が高いものや東造りといった住宅様式を見ることができます｡
海岸沿いの出雲崎町は舟′ト屋兼用の海に向かった妻入りの住宅､内陸平野部は
牛馬と共に生活した中門造りの住宅が存在しています｡
柏崎市荻ノ島地区に見られる環状型の集落は､生活の知恵から出た和の豊かさ
を見ることができます｡
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① 伝統工法と在来工法の遣い
江戸時代以前から存在する日本古来の工法は ｢伝統工法｣と呼ばれ､現在の筋
かいを用いる ｢在来工法｣とは､一般的に区別されています｡
伝統工法に用いられる二つの部材を水平 ･垂直 ･直角に組み合わせる接合法｢木
組み｣は､木材だけの複雑な細工を必要とし､一度組んだら取り外しが出来ない
ものもあるなど､高度な技術です｡
② せがい造り
元々船大工の工法及び宮大工の工法 (天秤梁)の一つと言われています｡
在来木造住宅に採用されたのは､渡り顎と天秤梁を組み合わせて生まれた工法
で､寺社建築の屋根の軒の出が大きいものに使われています｡
一方､農村部の桁上に造った蚕棚の構造も ｢せがい造り｣で､積雪地において
は軒先の積雪荷重を支えるため､大正時代から昭和の初期頃に建てられた町屋に
も多く採用された工法の一つです｡
③ 中門造り
新潟県をはじめ東北地方に分布する曲家の一種で､県内には10種類の形の違っ
た中門造りの住宅が存在しています｡
(2) 現在の雪国の住まいづくり
① 屋根の克雪化 ′
豪雪地帯での冬季の居住環境を確保するとともに､屋根雪処理の負担軽減と危
険防止のため､特別豪雪地帯を中心に､住宅屋根の融雪化や耐雪化､落雪化が進
んでいます｡
② 高床式住宅
昭和30年代に普及し始めた住宅です｡
基礎の高さを通常の 45cmから180cm前後まで高くし､冬季の積雪でも1階部
分が雪に埋もれないように工夫したもので､県内においては落雪式と併用したも
のが多く見受けられます｡
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《克雪屋根の形状の種別と特徴≫
垂.､二 車 . 言落牽強虚根'/I /十淘雪武庫線∴′､ 十番牽串車線 二屋根の急勾配､又は滑りやす 灯油､ガス､電気等のエネル 2-3m程度の積雪荷重に耐
い屋根材を用いて雪を自然に ギー､生活排熱を用いて屋根 えられるように住宅の構造を
滑り落す方式 雪を融かす方式 強くする方式
醸㌍春美敷 iで,^つ裏 .ミズ丁もk1-ei.､へ､圭lV､～
華 重奏塞 敷地に余裕がある場合に適す 敷地に余裕のない場合にも適 敷地に余裕のない場合にも適■
(落雪 .堆雪スペースが必要)す す
い (屋根藤や塗装等のメンテ 費等のランニングコスト､設 骨組強化のため建設費用が増
ナンスは必要) 備交換費用がかかる 大する
藩 簸藻草 1階の居室が雪に埋もれて採 温水式等はボイラー (灯油) 屋根雪の荷重に耐えられるよ
弓鐘声中主 光が悪い の燃焼音が不快 う､壁や柱の位置､間取りへ
資料:雪国におけるバリアフリー 対策の推進による安全で快適な
都市生活の実現に関するモデル調査報告書
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IV モデル住宅による耐震診断と補強例
1 方針
雪国の実情に応じた住宅の耐震性について検討するため､降雪量の違いなど県内の
各地域の特徴的な条件を考慮して在来軸組工法によるモデル住宅を作成し､耐震診断
及びその診断に基づく必要な補強量を算出して､耐震性の比較を行います｡
2 モデル住宅
(1)設定の条件
モデル住宅の条件及びそのタイプを次のとおり設定しました｡
≪モデル住宅の条件≫
① 建築年 :昭和50年代前半
建築基準法における耐震基準が現行基準に改正される以前の建築のため､耐
震性能が現行基準を満たしていないことが想定され､また､際立った老朽化が
進んでいないと考えられる築後30年程度の住宅とする｡
② 建築形態と規模 :約150m2 /
建物の形態は､一般的な2階建て住宅と豪雪地に多く見られる高床式住宅とす
る｡
建物の床面積は､魚沼 ･十日町及び上越圏域で146-162m2が多いことから､
150m2程度の規模とする｡ (高床部分の面積は除く)
③ 住宅平面の計画
新潟県内の各地で多く見られる和室二間続きに広縁のある間取りを採用する｡
また､2階は西側の外壁を1階二間続きの中間に配置する計画とする｡
④ 仕上げ等
屋根を鉄板葺きとし､外壁を角波鉄板とする ｢軽い建物｣として耐震診断及
び耐震補強計画を行う｡
なお､屋根を瓦葺き､外壁を土壁塗りとする ｢重い建物｣の耐震診断も行い､
住宅の仕上げ重量の違いによる耐震性の比較を行う｡
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(2) モデル住宅のタイプ
前項の諸条件を考慮して､共通した平面プランによる以下に示す3タイプを設定
します｡
なお､屋根の設計積雪量は､冬季に屋根雪下ろしを行うことを前提に1.0mとし､
地震時の積雪荷重については､新潟県建築基準条例に基づきその35%を見込むこ
ととします｡
≪モデル住宅のタイプ≫
LlH-
モデル住宅の紹
① 共通 プラン (1階, 2階 は 3TYPEともに
1階平面図 1/100
oT-
同一間取 りとす る｡)
L l~ ･= ∴ 1-
､!:C 91: 1≦23 ､
L旦嬰 19101
1
2階平面B] l/100
??
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仮定条件
･建設年度 昭和50年 (斬耐書基準以前)
･敷地 平坦地の良好な地盤
･基礎 鉄筋コンクリー ト達の布基礎 (健全な状態)
･外部仕上 屋根 ･カラー鉄板暮き
外壁 ･-石膏ボード(ア)9下地角波カラー鉄板張り
･内部仕上 和室 床 荒板 (杉12 0mm)下地､畳敷き
壁 石膏ボード (ア)7下地.繊維壁塗り
天井 和風化粧天井材等操天井
洋室 床 化粧合板 (ア)12張り
壁 プリント合板張り
天井･化粧石膏ボード(ア)9弓長り
② 共通横造園
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十 当陪管柱 120x120
- 宍 ===‥下謄柱 120x120
♯ ･通し8 120日 20
梁轄 120
既存筋かいの取付.釘75 2本程度
既存柱頭 .桂脚部 ほぞ差し.釘打ち.かすがい等
珠の仕様 (各階)･火打ち+荒板 (簾仕様皿)
既存耐力壁の空強さ倍率の採用憧
外壁 外面 石膏ポ-ド(7) 9(角波鉄板下地材) 12
軸組 45×90ソげI (,'り) 金物無し 2 6 (52)
内面 il力要兼無し 0 0
3 8 (6 4)
内撃 両面 耐力要素無し 0 0
軸組 45X90シン= (ク◆71) 金物無し 2.6 (5･2)
2 6 (5 2)
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3 耐震診断
ここでは､建築基準法及び新潟県建築基準法施行細則のほか､(財)日本建築防災協
会の ｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣に従い診断を行います｡
(参考)｢耐震診断及び耐震改修の指針｣と｢耐零診断方法｣
国では地震に対する安全上耐震関係規定に準する基準として､平成7年 12月25
日に ｢耐震診断及び耐震改修の指針｣(建設省告示第 2089号)を定め公表してい
る｡
指針では､木造の建築物又は木造と鉄骨造その他の構造とを併用する建築物の
木造の構造部分について､指針の定めに適合するほか､国が指針の一部又は全部
と同等以上の効力を有すると認める方法によって耐震診断を行うことができると
している｡
平成 17年 7月5日現在､指針に基づき10の方法が認定され､そのうち､木造
住宅の耐震診断については､以下の2つがあり､在来軸組構法や伝統的構法､枠
組壁工法を対象とした ｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣が､木造住宅の耐震診
断 ･改修に一般的に用いられている｡
A (財)日本建築防災協会による｢木造住宅の耐粟診断と補強方法｣に定める
｢一般診断｣及び ｢精密診断｣
(1) 耐震診断の流れ
耐震診断の流れは､次のとおりです｡
まずは､住宅の所有者自らが ｢誰でもできるわが家の耐震診断｣により診断し､
耐震性の心配がある場合や詳しく診断したい場合は､専門家が ｢一般診断法｣や
｢精密診断法｣により診断します｡
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く耐束診断のフロ-例)
資料 :(財)日本建築防災協会 ｢木造住宅の耐農診断と補強方法｣
① 誰でもできるわが家の耐震診断
この診断法は､木造住宅の耐震診断 ･耐震改修を推進するため､専門家が行う
耐震診断法でなく､誰もが簡単に行える診断法です｡
住宅の所有者等が､自ら診断することにより､耐震に関する意識の向上 ･知識
の習得ができるように配慮されており､より専門的な診断に繋げられるように作
成されています｡
なお､住宅の所有者 ･居住者がご自分の住んでいる住宅を診断するために個人
(自己使用)で使われる場合は､次のアドレスからからダウンロードすることが
可能です｡
htp:/www.kenchiku-bosai10r･jp/wagayare/wagayare･htm
② 一般診断法
この診断法は､図面及び目視により可能な範囲を調査し､その結果をもとに耐
震補強の必要性の有無を判定するものです｡
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③ 精密診断法
この診断法は､より詳細な調査結果をもとに､補強の安否の最終判断や補強後
の耐震診断を行うものです｡
精密診断法には4種類あり､その 1つが壁耐力による保有耐力診断法で､木造
建物の構造計算に代わるものとして一般に行われる壁量計算とほぼ同様のもので
す｡そのほか精密診断法には､保有水平耐力計算､限界耐力計算及び時刻歴応答
計資による方法があります｡
(2) 耐震診断の与条件等
モデル住宅の耐震診断の与条件等は､次のとおりです｡
耐震診断は一般診断法により行う｡ なお､｢耐力壁の配置による低減係数｣
の算出方法は 4分割法と偏心率法があり､建物の形状等により適切に判断す
る必要があるが､ここでは､それぞれの値の小さいものを採用する｡
新潟県の地震地域係数 (Z)は0.9とする｡
地盤は ｢普通｣とし､地形は ｢平坦 ･普通｣とする｡
地盤 ･基礎及び高床部分の改修 ･補強は対象外とする｡
建物の経年劣化はないものとし､また､金物等の接合効果柱ついては劣化に
よる影響を受けていないものとする｡
≪評価≫
上部構造評点 判 定
1.5以上 倒壊しない○
1.0以上～1.5未満 一応倒壊しない○
0.7以上～1.0未満 倒壊する可能性がある○
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(3) 診断の結果
モデル住宅の診断結果は､次のとおりです｡
いずれの場合も必要な評点(1.0)を満たさず､補強が必要です｡
く軽い建物 〔屋根 :カラー鉄板葺き､外壁 :角浪カラー鉄板))
階 方向 評 点 ()内:配tによる低漉係数
TYPE-1 TYPE-2 TYPE-3
2階建稚tIO.Om 2階建fA書I1.0m 高床式2捲建稚TI1.0m
4分割法 L偏心率法 4分割法 F価心事法 4分割法 4心事法
3倍 × 0,55 0.55
(1.0) (1.0)
Y 0.36 0.24
(0.75) (0.5)
2階 × 0.95 0,95 0.67 067 0_51 0.51(1.0) (1_0) (1_0) (1.0) (1.0) (1.0)
Y 0.80 0.40 0_58 0ー29 0.48 0_32
(1.0) (0.5) (1.0) (0.5) (0_75) (0.5)
1晦 × 0ー81 0.81 0.62 0.62
(1_0) (1.0) (1.0) (1.0) RC造
Y 1.ー0 0.55 0.81 0.40
く重い建物 〔屋根 :瓦葺き､外壁 :土塗り壁〕)
階 方向 評 点 ()内:Etによる低漉係数
TYPE-1 TYPE-2 TYPE-3
2階建手暮tlo_om 2階建坪fI1_Om
4分割法 l4心事法 4分割法 l伸心事法 4分割法 4'C1串法
3-管 X 0.48 0,48
(1.0) (1.0)
Y 0.34 0.21
(0.8) (0.5)
2階 × 0.74 0.74 0.58 0.58 0.37 0.46
(1.0) (1.0) (一.0) (1.0) (0.8) (1.0)
Y 0.63 0.31 0.51 0.25 0.46 0.29
(1.0) (0.5) (1.0) (0.5) (0.8) (0.5)
1倍 × 0.69 0.69 0.56 0.56
い.0) (一.0) (一.0) (1.0) R 造
Y 0.92 0.46 0.54 0.36
(I.0) (0.5) (0.75) (0.5)
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(4) 診断結果の比較
積雪､高床､建物の重量の別で評点を比較した結果は､次のとおりです｡
〔一般2階建住宅における積雪の有無による比較〕
X方向 y方向 x方向 y方向
評点比率(2F,- 悪書… 去諾 -一昔 ,昔 ㌃ - 07. 073
(lF)-
積雪量 10m 062 040
積雪量 oom o81 055
077 073
〔棟雪を見込む一般2階建住宅と高床式2階建の木造部分の比較〕
X方向 y方向 ×方向 y方向
評点比率(2F)- 慧 諾 -昔 ･昔 - 082 083
(高床式は3F)
(lF)-
高床式タイプ 051 032
-般2階建 062 040
(高床式は2F)
〔一般2階建積雪量10mの場合の建物の重さによる比較〕
x方向 Y方向
評点比率(2F)-
(lF)-
重い建物
軽い建物
重い建物
軽い建物
0.58 025
067 029
056 036
062 0.40
- 082 080
×方向 Y方向
- 087 086
- 090 090
･積雪量が 1.0mの場合は､積雪がない場合と比較して耐震性の評点が
2-3割低くなったo
･高床式住宅の場合は,一般 2階建と比較して耐震性の評点が2割ほど低く
なったo
･｢重い建物｣の場合は､｢軽い建物｣と比較して耐震性の評点が1- I.5
(5) 考察
(∋ 住宅の耐震性は､モデル住宅のように広縁や続き間があって耐力壁が偏って配
置されている場合に著 しく低下 します｡よって､耐力壁をバランスよく配置する
ことが重要です｡
(耐力壁のJ(ランスのイメージ)
l耐力壁のバラン前
⇒ - ×1+⊂== ×4 - 6
▲ 住宅の剛心
t･.･･Oft宅の凱
【1十十一~1×2 - 4
耐力壁の量は､ともに同じで
あるが､その配置のバランス
が悪いと､地震時に住宅が
ねじれてしまう｡
耐力壁のバランス-『◎』
=⇒ ⊂:コ ×6 - 6
??
???
?
○ 住宅の剛心
住宅の重心
･ ･×4- 4
〔凡 例
??』?????
⊂:::⊃壁倍率がFl』の耐力壁
(参 住宅の耐震性は､積雪荷重や建物重量によって大きく変わります.このため､
住宅にかかる荷重を軽減することが耐震性の向上に有効です｡
なお､新潟県建築基準法施行細則に定められている垂直積雪量によれば､県内
には最高 40mの地域があり､これら豪雪地域では､積雪荷重が住宅の耐震性に
与える影響は､非常に大きいと言えます｡
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③ 雪国において特徴的な高床式住宅は､建物が高くなることと､混構造による剛
性の不連続性から､一般的な2階建てに比べてさらに大きな耐力を必要とします｡
4 耐震補強
(1) 補強方法の種類
住宅の耐震補強の方法には､概ね次の種類があります｡
それぞれの種類のなかでも､使用する材料や施工方法により構造耐力の性能や
工事費､工期等が異なります｡
また､一般的な材料として構造用合板等を使用した工法のほか､資料編で示す
とおり､全国には工務店などが発案した多様な耐震補強方法もあることから､耐
震改修を実施する場合には､住まう側と耐震補強に携わる建築関係者が相談しな
がら､耐震補強の方法を検討していくことが重要です｡
(D 耐力壁の設置による補強
既存の壁面や開口部
に筋かいや構造用合板
等で耐力壁を設置し､
必要な耐力を確保す 匪夏至i)
る｡
(例 :構造用合板による耐力壁)
② 柱とはり等の接合部の補強
柱と胴差 ･はり､軒げたと小屋ぼりが互いにはずれないように金物などで緊
結する｡
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(例 :接合部の補強)
(罫 水平面の補強
床の剛性 ･耐力を確保するため､構造用合板や火打ぼりで補強する｡
④ 添柱 ･控柱の設置による補強
建物の内部での耐力壁の設置などによる補強ができない場合､建物外部に筋
かいと同等な効果を発揮する添柱 ･控柱などを設置して補強する｡
⑤ 基礎の補強
鉄筋コンクリート造布基礎を新た
に打ち直すことが不可能な場合には､
既存のコンクリート造布基礎に鉄筋
コンクリート道の布基礎を抱き合
わせることなどにより補強する｡
⑥ その他
制震工法や免震工法もある｡
く例 :基礎の補強)
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(2) モデル住宅の補強方針
① 精密診断法 (保有耐力診断法)で行い､必要耐力は ｢略算による必要耐力表｣
を使用します｡また､耐力壁の配置による低減係数は偏心率法を用いて､補強方
針を検討します｡
② 補強後の耐震診断の評点は､1.0を上回るものとします｡
(3) モデル住宅の補強方法
(財)日本建築防災協会の ｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣を参考に､安価で
簡便な方法として､次の補強内容を主に使用します｡
既存壁を構造用合板直張りなどにより補強する｡
ホールダウン金物､短冊金物､山形プレートなどを設置する｡
既存筋かいの取付け部を金物で補強する｡
床､屋根の水平面剛性及び強度を補強により適切に確保する｡
(4) 補強計画
① バランスを考慮した
耐力壁の補強 ･新設
極力偏心の解消を図
れる位置に､既存耐力
壁の強度の向上と耐力
壁の新設による強度の
増強を行います｡
~~~~~¶
l .○㌔ 階Y｣ l l
l l L-i
l I
X =
l
1
《剛心､重心の位置〔TYPE-2(a)内部補強優先の場合〕》
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② 上下階の耐力壁のバランス
各TYPE共通で1階広縁外壁の開口中間部に耐力壁を新設します｡
これは､Ⅹ方向の耐力壁の上下階バランスを考慮するとともに､Y方向の地震
時に発生する曲げや圧縮力 (または引張力)で､2階隅部の通し柱が大きな損傷を
受けないように配慮 した結果です｡
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③ 地棄力の伝達
さらにTYPE-2及びTYPE-3では､2階西側壁面の直下階に耐力を新設しま
す｡これは､和室二間続きの中間に位置しますが､2階からのY方向地震力を確実
に伝達するため､最も効果的な方法と考えられることによるものです｡
④ 内部補強優先と外部補強優先
TYPE-2では､2つの耐震補強方法を計画します｡
一つは内部補強優先で､工事中の生活に支障の出る可能性もありますが､外壁
面の補強は必要最小限とすることができます｡
もう一つは､外部補強優先で､工事中の生活に支障はないと思われますが､外
壁面のかなりの部分が工事範囲となるために全面的に足場を必要とし､下屋屋根
材の取り外しなどに大掛かりな工事が予想されるため､外壁のリフォームを兼ね
るなどが望まれます｡
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⑤ 高床式住宅の補強位置
高床式住宅のTYPE-3では､必要な強度を確保するために､外部補強を優先
した上で､不足する耐力を内部補強で補います｡
これは､耐力壁を高床部分のRC壁 (またはRC梁)のある位置に設けること
が基本であるため､壁の多い外周面を優先して耐震補強を行うことによるもので
す｡
I(5) 耐震補強計画図
[TYPE-1]
[TYPE-2a]
[TYPE-2b]
[TYPE-3]
一般 2階建て､
一般 2階建て､
一般 2階建て､
高床式2階建て､
《耐震補強計画図における耐力壁仕様の凡例≫
稽雪o.0m
積雪1.0m (内部補強を優先)
積雪1.0m (外部補強を優先)
積雪1.0m
∠ = 補強材の組チ合Zl i孟芸芸等 / = 基準耐力
C 外暮左.上 構造用合板(ア)9(直張り) 5.2 柱揺Al:コ 精 Ⅰ ※2
軸 -
内.右 下ー 石膏ホt'-トや(ア)9(雑壁大壁 1.2
Z ※ 1壁の*#Aa? 耐 力 の合 計 値 6.4
tL _
外.軸.内 左.軸.右 上.軸.下
(外部) 左 右(内部) (内部) (内部)
外 ′-軸Dq ′ DC軸 F 真部) 上-ヽ ′-軸(
軸 下J(内部)I
~※図郵 こ向かつての位置 ※図面に向かつての位置
※2壁端柱の柱脚接合部の種類
区分 接合部の仕様 主な接合方法
精 Ⅰ 平12建告1460号に適合する仕様 ホールダウン金物など
精Ⅱ 3kN以上 短冊金物､山形プレー トなど
精Ⅲ 3kN未満(構面の両端が通し柱) 帽声し､釘打ち､かすが
精Ⅳ 3kN未満
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司岳
TYPE-1) 一般 2階建て初雪 0 0mタイプ
TYPE-2 (a) 一般 2階建て耕℡1 0mタイプ - 内部補強 を偉先
★』 ∠ ★
』 既存筋かい45×9｡シングル(左上がり,釘2本.i-令※妃号表示
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ll階平面図 -/10｡ l
･X赤表示 補強部材を示す
A既存筋かい45×90シングル (右上がり)釘2本打ち因既存后かい45x90ダブル 釘2本打ち
★ ホールダウン金物HD-15
短冊金物.山形プレー トVP.かど金物.かど金物cp-T等
外壁柵連用合板 (ア)9正貼リ (内側は現状のまま)
外壁輔連用合板 (ア)9ql貼り 即口上下堂
TYPE-2 (b) 一般2階建て 稚書 1 0m タイプ - 外部補強をBE先
】2階平面図 ,/,｡ol ｢頂 .
JL48蛭-8セリ外し tL旧
(牡卓Jt垂】
石サボ-ド(T)9(書t大■)
X･赤表示 補津部材を示す
.xtE号表示 し-1f)
ゝ 既存筋かい45X90シングル (左上がり)釘2本打ち
A .既存筋かい45×90シングル (右上がり)釘2本打ち
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回 既存筋かい45X90ダブル 釘2本打ち
★ ホー ルダウン金物HD-15
短冊金物.山形プレー トVP.かど金物.かど金物cp-T
外壁構造用合板 (ア)9直貼り(内側は現状のまま)
外壁練達用合板 (ア)9直貼L) 開口上下坐
TYPE-3) 高床式 2階建て株曹1 0mタイプ
※妃禁 既存帆 ､｡5X9｡シン屠 (左上議 2免
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■1階平面図 ./.OO F
･x赤表示 補強部材を示す
』 既存筋かい45×90シングル (右上がり)釘2本打ち
回 既存筋かい45×90ダブル 釘2本打ち
* ホールダウン金物HD-15
短冊金軌 山形プレー トVP.かど金物.かど金物cp-T等
外壁ht連用合板 (ア)9吐貼り(内側は現状のまま)
外壁捕連用合板 (ア)9tl触り 的口上下里
(6) 補強結果
各タイプの補強計画図に基づいた補強後診断の結果､いずれも必要な評点(1.0)
を満たしています｡
階 方向 評 点 .※ ()内 :配置による低減係数
TYPE-1 TYPE-2 TYPE-3
一般2階建て a内部補強優先 b外部補強優先 高床式2階建て一般2階建て 一般2階建て
積雪0.0m 積雪1.0 積雪1.0m 積雪1.0m
3階 Ⅹ 1.03
(1.0)
Y 1.03
(1.0)
2階 Ⅹ 1.04 1.04 l: 1.07 ∠ 1.03
(1.0) (1.0) (1.9) (1.0)
Y 1.05 1.00 1.05 1.00
(1.9) (1.0) (1.0) (1.0)
1階 Ⅹ 1.00 1.00 1.07 RC造
(1.0) (1.0) (1.0)
Y 1.05 1.02 1.01
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5 コス ト比較
(1) 目的
前項で検討した各タイプ別モデル住宅の補強計画内容にもとづいて､各タイプ耐
震補強工事費をそれぞれ算出し､比較検討を行います｡
(2) 工事費算出の考え方
① 施行条件
補強工事は､住宅1棟全体の施工を前提とする｡
② 工事範囲
･補強工事に伴う関連工事では仕上材等を極力再利用するものとし､仕上材の
交換が必要な場合であっても最小限の範囲とする｡
･工事費に設備工事 (取外し､再取付け等)は含まないものとする｡
③ 工事費の算出
工事費は､住宅全体で算定した補強工事費をもとに､各部位毎の費用を算定
する｡ よ?て､各部位のみで工事を行う場合は､その部位に示す補強工事費に
ついて適宜調整が必要となる｡
(3) 算出結果
各タイプ別の補強計画に基づいて工事費を算出した結果は､次のとおりです｡
なお､ここで算出する工事費はあくまで一事例として示すものであり､建物の老
朽度や仕上材の種類､各地域の状況や社会情勢により変わります｡
※ TYPE-2.b､TYPE-3においては外壁工事の占める割合が多く相当量の工
事費となるため､補強工事と外壁工事を分けて表示しています｡
※ 工事期間は各TYPEにより異なるが､およそ1-2ケ月程度となります｡
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(4) 補強工事費の比較
補強工事費の比較の結果は､次のとおりです｡
① 積雪の有無
積雪1.0mは積雪0.0mに比べて､工事費が2.5倍以上高くなった｡
② 内部補強優先と外部補強優先との比較
外部補強優先は内部補強優先と比較して外壁工事の範囲が広くなり､工事費
で40%以上高くなった｡
しかし､外部補強優先の場合には外壁にかかる工事費が全体の約60%を占め
ていることから､耐震補強工事のみにかかる工事費は､内部補強優先の場合と
比較して外部補強優先が低くなった｡
③ 高床式住宅
高床式住宅は､一般2階建て住宅 (外部補強優先)と比べて建物の高さの違
いなどから補強量が増え､工事費が約10%高くなる｡
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TYPE-1) 一般 2鈷建て株雪0 0mタイプ
/ 工事*¥24000
rぢ Jiiiii l.-
呈56000- rt∫ I. lF. 凶 ⊂コ 品lLn dl】 i___lH H 別
★■手早4ー142-00I7階平面図 LP
. 一一一｣ や榊 l
エ帯 】
no+cJl○部材を示す ･ ~ !ヒ[±出:日工:ヒL_ l
巨事…也別比較l [寧 ]
TYPEl2 (a) 一般2階建て横雪 1 0mタイプ - 内部補強を使先
工事書号8 】
工事番 号 13★ 1 . t ★
■
i6ー.00＼■LtT7川 7.00★エい 階 平 面 ★ . il ⊂二コ品⊂コ
l 1 lエ工事r
｢ よ 上 ｣ 事 事 号 10* ¥ 3ー3.00l ._ ∃ ｣
冒 汁L . i ∴ l
■ ■工事書-号9-1事★ ¥56.000 UP
★ ★ ★工事手早1 工事寺号2･鈴誌 芸 ., 藍 rエ酎 . WF★ ★
エ●t l
[ー ｣ ∩ ｢ Fl｢ [ ｢ ｢｢｢ .｢ rl｢ rT ∩ ｢
工事事号 1 2 5 6 7 8 9-19-2 10 日 13 イ D l 二 * へ
TYPE12 (b) 一般2階建て株曾 1 0mタイプ - 外部補強をBE先
/ LI Iy?oT84-030.
l2謄E号l3-4-214.000＼H t7Y一一8 ★
T･I..fy?3.24:oC+[ 吐 ∴ 1 ★エ/I++41■I¥35i【
lV VlrIl ■
iJ
iT事
L十川 皿l
面Egl n日日l-I 工事事 号14-I/ =1
" 工.I,.Y.,780" エ… .,-, 匠 守 虻 l
. ★工 工事★｢690'000 .
u一 一一≠ l. i 凶 .0 [=コ ＼工事IIt
i I
｣ ｣工事書号6 .桂の上 ｣ 庖恒. 冒
l■○★ i l .1 E . L 畠扇 げ
エ… , 'I:..2 淵仁 J lrF/ l 臥
ェ▼Jt¥100000 工事*¥251000
l順 平面 回 - -･二
J･赤手示aif糊を示T
TYPE-3 ) 高珠式2階建て研曹 1 0mタイプ
工事JtY78.ODO 工事暮¥743.ODO E
★ ★ - ★ ★ 而 _ 戸 - - 孟 =三
l l. 】｢ 1 72,... 仁
+ -諜 789,-0100 廟 W､＼_∫+桂の薪没
*¥152.000Il 階平 面
★ ★ - 1` l
二.IIyi72_T.oo 芸 ≡
工事*¥83_000
-
図 n- n1補強蔀村を示す l■
＼ェ … .,_.エ事* ¥188.000
I I" のW IJ比較恒 r=かかる工… を軌 表示 [寧 二
rl補 強 工事上 ∩｢[ ｢ r . 1 [ [ , ｢l - AA斗1+千
｣ ] L J ] L 外壁工事t
補強図
工事番号 1
現 況 改 修
- H D金 物 角浪 力(舵用胃≡芸; I台板1-9(漸投メ
i . - ■■■局ル
T T
- I E 冒警
現 況 改 修
5I操 (細去)
ロ可! 笠禁 l誓 '=,(k去,! l- 軍'-付 芝芸重器 ≒,tg叫アノミr 7'ルミサッシ (撫去)
サツン(新蚊)(㌫ M '斬妓'1 - 見切捷-⊥ -- - - - -- -I ー
工事蕃号3
現 況 改 修
- -r --r +-
･･･一 二 ∵ 二 † ､ 一 一-I .∵ い t;. ~:
｣ ビニルクロス (新投)
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工事番号6
現 況 改 億
r h ･4居 (Jk去)
画 亙
- dI連用台板 1=9(斬叫 (新投)
21×柑
HD主軸- ｢･JIiI (薪投) - 見切姓
:一転 -.i-m l
亘夏至司
一 叫連用含頓 1三9(新政)
- ビニルクロス (薪投)
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- 見切NL
21×18
LホLt)
現 況 改 修
I r - HD金物 57操 (新投) lL ユ ∴ ニ∵ ∵ 二 十I[二可 j仇道用矧 =9(紺 , (柑
工事番号 8
現 況 改 修
⊂可 ! 言,詔 孟_,Rqn(ぎ芸,jまま) [二画 ! 鵬 用含61-9'軒投'上 .崇 ㌘,
1 石fボー ドt=9 湧`況Fまま' Hfmi物 ｢ ｢ 朋 斬`殺'｣ - 見切祢
｢ ~一 号
一 一■■■■■■■- 一一 一 一一■■■■■■■- 塁 ≡ ≡∃ )
ビニル クロス (新投)
匹 ]r ｢ 石fポ- r1-95 斬`7㌦ .禁 8B,i
石書ポ - ドt-9(現況のまま)
匝頭 二 言地害鳥 で芸o(芸孟'o" ま)l 一一: ∴ ` ' -:
｣ ビニルクロス (新投)
工事番号 1 0
堤 況 改 修
-I了坂(.去,Ill衷苧苛-2i(xq:n,I
!一回;L化粧 Eiji｣｣
工事番号 1 1
現 況 改 修
匝画 .I 言ふよ.7ミ孟芸o(若君,jまま, 匝 画 ! 】l HDt7≡ 毒 図
⊥ 石fポ- rt=9'i ｣ 憲物｢一■l一
-≡:-i-∴- I - 見切*
~T~ ≡ - ･ .: ∴ =:一 ,I.
- 4道用合板 t=9(新旭)
- ビニルクロス (斬投)
::車重コ
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- 見切操
21×18
工事番号 13
現 況 改 修
- [コ亘ユHD金物T T付IlER ⊆ ∃ ■
) [垂二]
工事番号 14
現 況 改 修
■■ = ■ = ■ ■ Eih L■l■■■■■■■■凹JJ
】 i I -HD金物 F
-41一
金物取付及び釘打ち参考図
改修後
補尊全止 冊 全∴ -恥 ′ ‥ 巨 :チ;紬 - - ■
■
l鍾 -l 土 A いl IJ i / Aノ … - 打 :Nj 全 _ ズL)止め150 1M□寺-#Glit
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∨ ま と め
雪国の実情に応じた木造住宅の耐震改修工法について､モデルプランの耐震診断
及び補強設計､概算工事費等を積雪条件など複数のタイプで比較検討した結果から､
耐震改修の進め方や留意すべき事柄を次のとおり整理しました｡
(1) 住宅の重さの軽減
モデル住宅の各タイプで行った耐震診断の結果から､上部構造評点を比較して
みると､積雪 0.0mのものに比べ積雪量 1.0mが2-3割ほど低く､雪国において
は､特に屋根雪が住宅の耐震性に大きな影響を与えていると言えます｡
このことから､特に雪深い地域においては､耐震補強と合わせて住宅屋根の融
雪化を行うことで､地震に対して､より安全な住まいづくりが可能となります｡
(2) バランスのとれた耐震補強
耐震補強は､住宅の立地条件､形態及び劣化状況などによって､その方法も異
なります｡
効果的に住宅の耐震性を向上させるためには､耐震補強を行う住宅の状態に合
一わせて､筋かいなどの耐力壁をバランスよく配置するとともに､床や屋根などの
水平構面の十分な強さと剛性を確保することが重要です｡
なお､耐震補強の方法によっては､既存の開口部を塞ぐなど住環境に影響が出
る場合もありますので､耐震補強に携わる建築関係者は､住まう側に補強の必要
性や工事内容をよく説明しながら､耐震補強を進めていくことが重要です｡
(3) リフォーム工事との併用
耐震補強のコスト比較では､積雪量 0.0mに比べ､積雪量 1.0mで内部補強優先
が約 2.6倍､積雪量 1.0mで外部補強優先が約 3.7倍､積雪量 1.0mで高床式 2階
建てが約 4倍と高く､資料編で示す県民が住宅の耐震補強に支出可能と考え-る工
事費を上回る結果となりました｡
しかしながら､外部優先の耐震補強で外壁リフォームと併用した場合を想定し
てみると､施工内容の重複などから､耐震補強のみに要する費用が､単独の場合
に比べ約38%と低 くなることから､外壁リフォーム工事などを機会に耐震補強を
行うことが､より経済的と言えます｡
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?
料
〔資料 1〕 公募による耐震改修工法
雪国の実情に応じた木造住宅の簡便で安価な耐震改修工法を県内外から広く募集し､資料として掲
載しますo掲載に当たっては下表のように分類し､公的槻関の認定 ･評価等を得たものとしました.
なお､掲載の民間工法については､県が推奨したり補強効果を保証するものではありません｡民間
工法を採用する場合には､建築士等の専門家にご相談ください｡
表
分 # タイプ別 コード
耐力壁の校定 無開口壁 面 材 I-a-1
筋かい 木造 1-a-2群材 I-a-3
特 殊 4
閑口付壁 開口上下壁 1-b-1開口部周辺 I-b-2
n
水平面の補強 Ⅲ
Ⅳ
基腔の補強 V
浮き上 り防lL Ⅵ
その他 別 束 Ⅶ-i
番号l 工法名称 l 提案者 l 特徴
l耐力壁 a無開口壁 1.面材タイプ 1-a- 1
f1■ r酪 F:響 _.苛､ーく 巴 三重至空空コ F
ー
概算工事賛8.550/mZ(仮設 L塗装は含まない)
2 ダイライト耐裏かベ (かベ大将) ･｢内壁｣をパネル張りで補強
育 愚 ≡ 大壁 .共塵 .入隅都などの部位に対応
住所:岡山県岡山市海岸通2-5-8特許登録等 : 予定 ･施工研修を受講した会社による*任施工
概算工事架 大壁仕様は国交大臣認定取得(鑑定番号FRM-0082)
(軸組壁倍率2.3倍)
3 壁補強キット｢かベつよし｣ エイム㈱ ｢かペつよし｣
堅 直 属lT ~r'
任所:川口市弥平2-20-3エイ川ingヒ'ル
3分割方式を採用○
特許登録等 : 予定
,_. ■ー 概算工事菜
(1)
番号 工法名称 提案者 特徴
4 書野石f㈱ 新潟支店
呈k
i上下すき間仕様(壁倍率2_0)
枕井工事費
耐力性能 (整備牢2.9)大臣鑑定番号(Fmト0079)
l耐力壁 a無開口壁 3.特殊タイプ l-a-3
5 ｢ポルイン,ワン｣工法 (育)インサイド.システム ･金属製筋交L塁補強
住所こ大阪市中央区玉造2-16-25
rr' Jl Mai1こya爪aguChi㊥insidesystemco,jp特許登涼等 : 有り
㈲日本建築総合試験所
et★工事甘
300.000
6 冗 ･金属製筋交四隅ロックは種と横架材を緊結し､桂抜け防止効果となる○
T~
】 l
特許登緑等 : 予定 LlJ.｣._L ､
概算工事弊1ヶ所あたりユ0万円程度です
7 僻 事 . -I.=∴i;t lL.利一.J_-:守_ .'. ㈱国元商会 ･厚2mのステルス材料､開口空間部もプレース工法のため耐力壁や水平構面の補強が出来る
･コポット本体のセンターに､プレースが回転自在
住所:大阪市鶴見区今津北3-4-27
概算工事努 (例)
410.000(15set/たすき軌ナ2本姐)
(2)
番号 工法名称 捷業者 ##
8 野鳥木材有限会社 ･本道軸組在来I法における.柵遺材
瓜-40FRN-帆 F.i- に入り轄4cBTl上の開口部を披けて,
ルギーを吸収し.上部荷Jlも支えます
MaH:nojirEK)ku406feel_ocn_ne,jpURLm 6.ocn.ne,jp/-ms-40′ (柵適材への緊椿が必要です)
-I● 特狩里見等 : 有り
概算工事箕43.00′l体
J封力壁 b開口付壁 1.開口上下壁補強タイプ l-b-1
9 ㈱オキナヤ ･帥口銘のある耐力壁 遡顎
軒力壁工法
一
Nail:kaihatsL血kinaya.Co.lp 二 ㌦ ∴ 冨ヨ
版井工事賛 ユセット (2本入)投打単価 16.800円
J封力蛭 b開口付坐 2.開口部周辺の補強タイプ l-b-2 日本防災協会に住宅等防災技術評価を中計中
10 ｢ト軒某開口フレーム｣JBRA-1システム｣-Id■'.｢ ㈱タツミ 見附工場 (鮎量fi苛)3 ... t 1 -● " !厨 摩 ■ ｢ 1! 】∫一､r
,X;3.∫_′ J建築システム㈱ (開発元) こ.■きて,- I--くここ''
｢J-耐票開口フレーム｣
住所:札托市Tb区Tf沢2粂3-13-30
･Jm p′- ∴-､
＼dv [回f省略に係る乾定(4+益軒十など)】
1 URL:TTY.j-kenchiku.co.jp rJBRA-1システム｣
特許登録等 : 有り 出来る○一高引張強度擁准(Tラミト◆擁姓)を使用して､地裏時の蛙の引抜を防止する方法○(鬼I管理士乾定制度)
横井工事辛160.000′セット(JBRA-Iシ析ム)
(3)
柱とはり等の接合部の補強Il
12SRF工法 掬牧村建設
張付けることでir力を向上させる工法
叩 Mail二Shige,namiki飢aneken.co.jp ホールタウン金物 (HD-25)と同等の耐力を
特肝登録等 : 有り 発揮します○
横井工事費88.000/セット (材料♯のみ)(sRF250:40rn､SRF30:2kg)別途工事書 (財) 日本住宅 ,木材統挨センター耐力筑験
13 イーメタル㈱千 :486胡24 と捷合壁情事 4.2
Mail:infoee-mt,亡0.jp特許登録等 : 有り
坂井工事♯約75.000円′ヶ所
vl 浮き上り防止 補強材 vl
14 ARS工法 7クビ化学I業㈱
.篭 蔭 1.I,6 vy,i,vt､畑 fxL/′ヽ∫ .AR68-7 ホールダウン金物と同等の接合範補強
暮書七分 拝辞登録等 : 有り
枚#工事費
vl その他 2.制Jt工法 vr-2
15 iI:戸lF木材I葉㈱
･全国で7恥棟以上の施工実妹
憎 .& '莞l
Nail:gesin○edogayaLnOkuzai.co.jp
≡:爺 URL:ww.edogayamckuzai_co,jp特肝登録等 :特関2000-213203号 他
概#工事費
(4)
〔資料2〕 住宅の耐震診断 ･補強に関する県民意識
1 耐震診断の理解度
県内の耐震診断の理解は､｢知っている｣とする世帯が45.4%と最も多く､次いで ｢知
らない｣が30.0%､｢よく知っている｣が3.3%である｡
広域連携圏別に耐震診断の理解についてみると､いずれの圏域でも ｢知っている｣
が40%を超え最も多く､次いで ｢知らない｣世帯が多い｡
≪耐震診断の理解度≫
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資料 :住宅需要実態調査 (平成15年 12月1日実施)
2 住宅の建築時期別の理解度
現在居住している住宅の建築時期別に､耐震診断の理解についてみると ｢昭和26年
～35年｣を除き､いずれの建築時期でも｢知っている｣が最も多く､｢昭和26年～35年｣
は ｢知らない｣が43.1%で最も多い｡また､｢知らない｣は､住宅の建築時期が古くな
るにしたがって多くなる傾向がある｡
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《耐震診断の理解 〔現在居住 している住宅の建築時期別〕≫
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資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年 12月1日実施)
3 耐震診断の経験
平成15年12月1日現在における耐震診
断の経験については､｢経験あり｣がわ
ずか1%であった｡ 一方で自宅の安全性
に対する考えは､全県で ｢安全である｣
が22.6%に対し､｢安全でない｣が55.4
%と多い｡
《耐震診断の有無》
単位 :%
区 分 耐震診断の経験
経験あり 経験なし 不明
全県 1.0 77.4 21.6
下越広域連携圏 1.2 84.9 13.9
新潟広域連携圏 1.3 63.7 35.1
中越広域連携圏 0.6 84.0 15.3
魚沼広域連携圏 1.1 90.2 8.6
上越広域連携圏 0.7 82.0 17.3
佐渡広域連携圏 1.0 85.7 13.3
資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年12月1日実施)
(6)
《自宅の安全性に関する所有者の考え≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年 12月 1日実施)
4 住まいの安全性の認識
全県で現在住んでいる住宅が安全である理由についてみると､｢施工業者等が安全と
いったから｣は39.5%で最も多い｡ついで､｢家が新しいから｣が23.3%である｡
広域連携圏別に､現在住んでいる住宅が安全である理由についてみると､新潟圏､
上越圏､中越圏では｢施工業者等が安全といったから｣が最も多い｡｢家が新しいから｣
についてみると､下越圏と新潟圏で20%を下回っている｡
《自宅の安全性 〔全県･圏域別〕≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年 12月1日実施)
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現在居住している住宅の建築時期別に､現在住んでいる住宅が安全である理由につ
いてみると､建築された時期が｢～平成12年｣では､｢施工業者等が安全といったから｣
が多い傾向があるが､｢平成13年～｣は ｢家が新しいから｣が最も多い｡建築時期が新
しくなるにしたがって､｢家が新しいから｣が多くなる増傾向がある｡
≪自宅の安全性 〔年代別〕≫
｢
平成15年4321平成 8年～ 03 7昭和61年～昭和56 64 53 42 3昭和25年以前全県0F -43.4%､ .卜 12.4% 2.1%019738236%
i l l l r l l l
_26.1%､. l 19.3%l l l l l l l F
∴29.7%._ l 31.3% 願
, i l l l J l l
48.0% ー 14.7%
i J l r l -l l l
44.7% f 11.6% #
- 生 l l 事 l l I
･43.7%∴′ [ 22_3% 斑
l l i F l l J l
:40.6%- 1 18.8% 闘I ! l i l l F E
㌔.4え7%. 1 26.1% 願l l 毒 r i i l J
34.6%､∴ J 48.1% 感謝? ー J l l l 事 l
､､44.4%.ノ l 45.5% 戯J I 妻 F l l l l
怒il擬卜 ∴35.3% .l 55.3% _匿腎洞
l i l l l F i J
:､23.9%′､ .l 51.1% 済 巴監iI,
I l ! .l l l l l
[ I I I J E l l i
㌔.39.5%. f 34.6% 磯
% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% .80% 90% 10
ロ家が新しいから ロ施工業者等が安全とし1､つたから ロその他 国不明
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年12月1日実施)
5 安全対策に関する相談
全県で現在居住している住宅の安全対策の相談相手についてみると､｢大工さんなど
工事をする人｣が43.4%で最も多い｡次いで､｢建築士｣が32.4%､｢行政の人｣が7.5
%である｡
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《住宅の安全対策の相談相手 〔現在居住している住宅の安全対策別〕≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年 12月1日実施)
6 耐震補強に支出可能な工事費
全県で耐震補強に可能な工事費についてみると､｢50万円未満｣が25.4%で最も多い｡
ついで､｢50-100万円未満｣が20.7%､｢100-200万円未満｣が14.5%である｡
≪耐震補強可能な工事費 〔地域別〕≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年12月1日実施)
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広域連携圏別に､耐震補強に支出可能な工事費についてみると､下越圏､新潟圏､
中越圏では ｢50万円未満｣が最も多いが､魚沼圏､上越圏､佐渡圏では ｢50-100万円
未満｣がもっとも多い｡｢100万円以上｣についてみると､中越圏､魚沼圏､上越圏､
で20%を超えている｡
現在居住している住宅の建築時期別の耐震補強に支出可能な工事費では､住宅の建
築時期を問わず ｢50万円未満｣または ｢50-100万円未満｣が最も多い｡耐震改修工事
に ｢200-300万円未満｣支出可能な世帯に限ってみると､建築時期が古くなるにした
がって増える傾向がある｡
≪耐震補強支出可能な工事費 〔現在居住している住宅の安全対策別〕≫
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資料 :住宅需要実態調査 (平成15年 12月1日実施)
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雪 国の実情 に応 じた木造住宅 の耐震改修 工法の検 討体制 と構 成
新潟県の雪国の実情に応 じた木造住宅の耐震改修工法の策定に当たり･学識経験者､
実務者､行政からなる委員会､ワーキングア ドバイザー委員を組織 して検討にあたった｡
雪国の実情に応 じた木造住宅の耐震改修工法検討委員会名簿
委員会
委 員 長 西村伸也
副委員長 地濃茂雄
委 員 小島松俊
委 員 藤田松夫
ワーキング グループ
委 員 長 本間英明
副委兵長 島田誠示
委 員 溝口昌紀
委 員 遠山紀芳
委 員 江部健二
委 員 内藤幹雄
委 員 坂上正裕
委 員 高橋義道
ワーキング アドバイザー
委 員 五十田博
委 員 時田一雄
委 員 E日用 順
委 員 込田幸吉
委 員 三宮 隆
新潟大学教授
新潟工科大学教授 副学長
新潟県土木部都市局建築住宅課長
(社)新潟県建築設計事務所協会長
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
信州大学助教授
新潟職業能力開発短期大学校助教授
GL設計主宰
込田工務店(秩)
三宮工務店(有)
新潟県土木部都市局建築住宅課
新潟市新光町4番地 1
TEL 025-280-5441
FAX 025-28516840
E-mall t1600305@mail.pref.nligata.jp
(社)新潟県建築設計事務所協会
新潟市白山浦1丁目614番地 白山ビル6階
TEL 025-265-4748
FAX 025-23ト6553
E-mallkJk15⑳lily.ocn.ne.jp
